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は し が き

当協会の遠隔情報処理 利用促進委員会は、わが国におけ るオンライン情報処理 の

需要動 向を予測す るため、昭和47年9月 末の時点 で、広汎なア ンケー ト調査 を行 な

った。本報告書は、その集計結果の総括である。

わが国の遠隔情報処理 は、昭和46年5月 の公衆電話通信法の一部改正の成立に よ

り、新 らしい局面 を迎 えた。

通信 回線 とコンピュー タを結合 した情報処理 ネッ トワー クの確立は、情報化社会

実現のための基本的な条件ではあるが、そのために改明すべ き条件はまだ多 くある

と思われ る。

本調査は、オンラインネッ トワー ク形成の前提 である企業のニーズについて現状

お よび将来の動 向をよく描出 していると思われ るので、報告書 として発表す る次 第

である。

昭和48年3月

財団法人 日本経営情報開発協会

遠 隔 情報処理 利 用促進 委 員会

委 員 長 稲 葉 秀 三

1



目 次

要既‡の

図

図

査

.
1

2

1

調

ん 自社 内オ ンライン化状況

オ ンライン化業務 と使用回線

4

オ ンライン化業務の割合(現 状)

使用 回線速度 の割合(現 状)

C
U

ワ
σ

7
'

II.現 在の非 オンライン ・データ伝達方法 と今後のオンライン化計画 におけ…8
る使用予定回線

3図 非オンラインのデー タ伝送方法の割合(現 状)8

4図3年 以内オンライン化計画の使用予定通信回線の割合9

5図3年 以上5年 以内オンライン化計画の使用予定通信回線の割合 ………9

III.現 在の非オンライン ・伝送業務 と今後のオンライン化計画におけ る適……10

用予定業務

6図 非 オンラインでデー タ伝送 を行 なっている業務 の割合(現 状)10

7図3年 以内オンライン化予定の適用業務の割合11

8図3年 以上5年 以内オンライン化予定の適用業務の割合11

B.他 社 との間で行 な う情報処理

1.他 社 との間 のデ ー タ交 換

9図

10図

他社 とのデータ交換の有無(現 状)

他社 とデー タ交換 を行 なっている企業の業種別割合(現 状)

9
"
3

3

1

1

1

II.現 在 の デー タ交 換適 用 業務 と今 後 の他 社 との オ ンラ イ ン化適 用 予定 業 務 …14

11図 他社 とデ ー タ交 換 を行 なっ てい る業務 の害1」合(現 状)14

12図3年 以 内 に他 社 とオ ンラ イ ン化 予定 の 業務 の害1」合15

13図3年 以 上5年 以 内 に他社 とオ ン ラ イン化予 定 の業 務 の割 合15

III・現 在 のデ ー タ伝達 方 法 と今 後 の他 社 との オ ンラ イ ン化 計 画!こお け る _...16

使 用予 定 回線

14図

15図

16図

他社 とデー タ交換 を行 なっている場合 の デー タ伝 送 方 法の 割合(現 状)…16

3年 以 内 に他 社 とオ ンライ ン化 予 定 の使 用予 定 通信 回線の 割合 … ……17

3年 以上5年 以 内に他 社 とオ ンラ イ ン化 予定 の場 合 の使 用予定 ・・・・・・…17

通信 回線 の割 合

VI現 在 お よび今 後の 、 デー タ交 換 または オ ン ライ ン化 にお け る、 同業・・…… ・18

種 間 ・異業種 間情報 処 理 パ ター ン

17図 他社 とデ ー タ交 換 を行 な って い る場 合 の、 同業 種 間 、異業 種 間… ・… ・・18

交換 の割 合(現 状)(パ ター ン)

2



18図3年 以 内に他 社 とオ ン ライ ン化 予 定 の場合 の 、同業種 間 、異業 ・・・・・・…19

種 問交換 の割 合(パ ター ン)

19図3年 以上5年 以 内に他 社 とオ ン ライ ン化予 定 の場 合 の 、 同業種 ・… 一・…19

間 ・異業種 間 交換 の割 合(パ ター ン)

V.現 在 お よび今 後 の 、デ ー タ交 換 または オ ンライ ン化 にお け る、相 手 ・… 一…20

企業 との関係 の割 合

20図 他社 とデー タ交 換 を行 な って い る場合 の 、相 手企業 との 関係 の… ……20

害‖合(現 」犬)

21図3年 以内に他社 とオ ンライン化予定 の場合 の相手企業 との関係 の割合 ・・… ・21

22図3年 以上5年 以 内に他 社 とオ ン ライ ン化予 定 の場合 の 、相 手 企 ・・一・・一・21

業 との関 係 の割合

C。 通 信 回線 につ いての希 望

1.料 金に関す る要望

23図 特定回線利用料金 についての要望 の割合

り
ム

0
乙

り
乙

り
'

II.使 用希望 回線速 度

24図

25図

26図

27図

28図

29図

利用希望回線速度の割合

4.8Kbps希 望 企業 の業種 別 割合

9.6Kbps希 望 企 業 の業 種 別害lj合

48Kbps希 望 企業 の業種 別割 合

240Kbps希 望 企業 の業 種 別 割合

1200Kbps希 望 企業 の 業種 別害lj合

3

3

3

4

4

5

5

2

2

2

2

2

2

2

III.SeparateDigitalNetwork(デ ー タ伝 送専 用 の公衆 通 信網)が 必
・・・…26

要 とな る時期 の推 定

30図3年 以 内 と判 断 す る企 業 の業 種別 割合26

31図3年 後 と判 断す る企 業 の業 種別 割 合26

32図5年 後 と判 断す る企 業 の業 種別 割合27

33図SDN実 現 時期 別予 測 の 累計 表示27

付1表 業種別 ・資本金別 ・回収分布

付2表 業種別 ・年商品別 ・回収分布

8

n
U

リ
ム

つ
0

3



調 査 の 概 要

1.調 査 の 目的

昭 和46年 に い わゆ る通 信 回線 開放 の端 緒 が 開 かれ 、 また47年 に公衆通 信 回線開放

が 開始 され た の を機会 に 、今 後 の オ ン ライ ン需要 動 向予 測 の基 礎 資料 を得 る ため 、

国内 コ ン ピュー タ ・ユ ー ザ ーが その業務 をオ ンラ イン化 して い る現 状 お よび予定 を、

各種 の観 点 か ら調査 した。

2.調 査項 目

今 回の調査項 目は次の通 りである。

A.自 社 内オ ンライン化状況

業務 別オンライン化現況 、回線速度

現在 の非オンライン業務 におけるデー タ伝送方法

業種別3年 後 オンライン化予定、予定 回線速度

業種別3年 以上5年 後オンライン化予定、予定回線速度

B.他 社 との間の情報処理

他社 との間のデー タ交換の有無

他社 とデー タ交換 を行なっているとき、その業務 、デー タ伝達方法、相手

業種 、相手企業 との関係

3年 以 内に他社 との間でオンライン化 を予定 してい るとき、その業務 、回

線種類 、相手業種、相手企業 との関係

5年 以内に他社 との間でオンライン化 を予定 している とき、その業務 、回

線種類 、相手業種、相手企業 との関係

C.通 信回線利用制度 に対する各種の要望

3.調 査 対 象

本調 査 は 、国 内全 コ ン ピュー タ ・ユー ザー(国 産 機 、外 国機 使 用 を問 わ ない)を
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対 象 とし、1972年 版 「ユー ザ ー調査 年 報 」(情報処 理 学会 編)に よるユ ー ザ ー につ い

て調 査 した。

4.調 査 時 点 と調査 時期

本調査 は、 昭和47年9月30日 現 在 を調 査 時点 とし、調 査 票 を同年11月20日 発送 、

48年1月15日 に 回収 を締 め切 った。

5、 発送 ・回収 状 況

回 収 数 本調 査 記 入数 記 入 率

114235831.3%

なお 、業 種別 ・資本 金別 回収 分 布 を付1表 に 、業 種別 年 商別 回収 分布 を付2表 に

掲 げ る。
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本 集 計結 果 中 、図番 号 に*印 の あ る ものは 、10に 分 類 した業務 とクロ ス した 多重

回答 であ るの で、母数 を示 した 「のべ社 数 」 は 、 多重 記 入 回答 の記 入数 合計 であ る。

本調 査 にお け る記 入社数358社 中 、

って い る。

168社 が 自社 内でオンライン化情報処理 を行

1。'オ ン ライ ン化 業務 と使 用 回線

販 売 業務 をオ ン ライ ン化 して い る率 が最 も高 く(18.6%)、 使 用 回線速 度 は現 在 で

は200bpsが 第1位(46.4%)で あ るの は 当然 とい え る。
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1図*オ ンラ イン化業 務の 割合(現 状)

企画 ・調査1.0%

輸 送 ・流 通

8.1%

金

11.6%

6.O%

その 他

の べ 社.数

397社

生 産

13.4%

メ ッセ ー ジ ・通 信

13.3%

2図*使 用 回線速 度の 割合(現 状)

4.0%

私

50bps

10.8%

2,400bPS

14.9%

1,200bps

23.9%
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II.現 在 の非 オ ンライ ン ・デー タ伝 送方 法 と今 後 のオ ンライ ン化計 画 に おけ る使 用

予 定 回線

オンライン化 していない場合 、デー タ伝達は半数 が物理的な媒体輸送によってい

る(48.2%)。

3年 以内のオンライン化計画において も、3年 以上5年 以内のオンライン化計画

にお いて も、使用予定 回線 としては ともに特定通信回線30%強 と主位 を占め るが、

昨年の調査 に比 し公衆回線利用予定割合が高 くなっている点が注 目され る。

3図*非 オ ン ライ ンの デ ー タ伝 送方 法の割 合(現 状)

の べ 社 数

360社

記録媒 体輸送

48.2%
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4図*3年 以 内オ ンラ イン化 計 画の使 用 予定通 信 回 線の割合

公衆 回線17.1%

(で んわ)

併 用

7.1%

5図*3年 以上5年 以内 オン ライ ン化 計画 の使 用 予定通 信回 線の割 合

用

12.0%

簿'6'oRノ

新規特 定 回線

32.5%

公衆 回線(で んわ)

23.3%
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III.現 在 の 非 オ ンラ イ ン ・デ ー タ伝 送業 務 と今 後の オ ン ラ イン化計 画 に おけ る適用

予 定業 務

オ ンライン化 していない場合の、デー タ伝送 を行 なっている業務の割合 も、3年

以内のオンライン化計画におけ る適用予定業務 の割合 も、3年 以上5年 以 内のオン

ライン化計画 におけ る適用予定業務 の割合 も、おおむね、販売 、在庫、生産の割合

が高い。

適用業務 中、メッセージ通信 の占め る割合 は漸減す る。

!

1

6図*非 オ ン ラ イ ン で デ ー タ伝 送 を行 な っ て い る業 務 の 割 合(現 状)

設計 ・R&D・ 技術情報

3.7%
企画 ・調査

生

12.4%

メ ッセ ー ジ通 信

13.6%
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7図'3年 以 内 オ ンライ ン化 予定 の適 用 業務の割 合

経営 ・財務

9.7%

の べ 社 数

607社

産

11.4%

庫

19.9%

8図*3年 以 上5年 以 内オ ン ライ ン化 予定の適 用 業務 の割合

メ ッ セ ー ジ通 信

8.9%

輸 送 ・流 通

8.7%

経 営 ・財 務

11.5%

生 産

12.4%
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B.他 社 との 間 で行 な う情 報処 理

他社 とデータ交換 を行 なっている場合 、3年以内に行な う予定の場合 、3年 以上5

年以 内に行 なう予定 の場合 の各々につ いて、適用業務 、使用 回線 、デー タ交換の相

手の同業種 ・異業種別 、相手 との関係 、を調査 した。

1.他 社 との間のデー タ交換

全体 の4分 の1を 超 える企業が既になん らかの形で他社 とデータ交換 を行 なって

いる。

他社 とデー タ交換 を行 なっている企業 を業種別 にみれば、金融、輸送用機械器具

製造、商社卸売小売業の各業種の 占める割合が高い。
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9図 他 社 との デ 」 タ交換 の有 無(現 状)

行 な って い な い

70.2%

数社べの

杜593

行 な って い る

29.8%

ノ

10図 他社 とデ ー タ交換 を行 な ってい る企業 の業 種別割 合(現 状)

回 答 社 数

107社

金 融 業

16.8%

働 輪 繍 処理
.石 油石炭

サ ー ビス
・ソフ ト

ウエ ア業

8.5%

輸送用機械器具

10.3%
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II.現 在 のデー ター交換 適 用業 務 と今 後 の他社 との オ ンラ イン化 計画 適用 予定 業務

'現 在 も今 後 も
、デ ー タ交 換 または オ ン ライ ン化 予定 業務 は 、販売 、在庫 が1、2

位 を占め 、各 企業 ともに販 売重 点 主義 であ る こ とが っか が わ れ る。

11図 ・他社 とデ ー タ交換 を行 な ってい る業務 の割 合(現 状)

設旨十・R&D'技 術情報

企画 ・調査

そ の 他

6.6%

の べ 社 数

167杜

庫

13.2%
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12図*3年 以内 に他 社 とオ ン ライ ン化 予定 の業務 の割合

その他
2・・6%

ジ

ノ㌃ッぽ
メ

の べ 社 数

113社

生 産

8,0%

13図*3年 以 上5年 以内 に他社 とオ ンラ イン化 予定 の業務 の割 合

生 産

14.2%

15一



III.現 在 のデー タ伝達 方法 と今後 の他社 とのオンライン化計画 におけ る使用予定回

線

現状では、自社 内デー タ伝達の場合 に くらべ(3図)テ レックスの割合が減 りそ

の分だけ媒体 輸送の割合が高い。

今後につ いては、自社 内オンラインの場合 とくらべ(4、5図)特 定 回線の割合が

下 り、自他社 間オンラインの場合 、今後、公衆回線利用 と併用の比率 が大 き く増加

す るのが特長 的である。

'

14図*他 社 とデー タ交換 を行 な って い る場合 の .

デー タ伝 送方 法 の割合(現 状)
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15図*3年 以 内 に他社 とオ ンライ ン化予定 の使 用予 定通 信回 線の割 合

私 設
1.3%

併 用

17.1%

公 衆 回 線

(テ レ ッ クス)

17.1%

公衆回線

(電話)

18.4%

16図*3年 以 上5年 以内 に他社 とオ ンラ イン化 予 定 の場合 の

使 用 予定 通信 回線 の割合

分衆 回線

(TELEX)

19.3%

公衆 回線

(電話)

%

設

信

3

私

通

ー

ト
17.9%

特 定回線

17一
'



IV.現 在 お よび今 後 の 、デー タ交 換 または オ ン ライ ン化 にお け る、同 業種 間 ・異業

種 間 情報 処 理 パ ター ン

現在お よび今後 とも、デー タ交換 またはオンライン化の相手が同業種企業である

割合 は現 在5分 の1で あ り、将来は大 き く減少する。(昨 年調査ではいずれ も3分

の1)

ノ

17図*他 社 とデー タ交換 を行 な っ てい る場 合 の

同業 種 間、異 業種 間交 換の 割合(現 状)(パ ターン)

その他

26.6%

問

20.0%

化学工業

製造業

13。3%
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18図*3年 以内 に他社 とオ ンラ イ ン化 予定の場合 の .

同業 種 間、異 業 種間 デー タ交換 の割 合(パ ター ン)

同業種 間

6.7%

19図*3年 以 上5年 以内 に他社 とオ ンライ ン化 予定の 場合 の

同業種 間 、・異 業種 間デー タ交換の割 合(パ ター ン)
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V.現 在お よび今後の、デー タ交換 またはオツ ライン化 における、相手企業 との関

係の割合

相手企業 との関係 の割合 は、現在 も今後 も著 るしい変化は認め られない。

'

20図*他 社 とデ ータ交換 を行 な って い る場合 の

相手 企業 との 関係 の割 合(現 状)

16.6%

その 他

の べ 祉 数

145社

同業

11.7%

一20一
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21図 亭3年 以 内 に他 社 とオンラ イ ン化 予 定の場合 の

相手 企業 との 関係の割合

下 請

18.1%

22図*3年 以 上5年 以 内に他社 とオ ン ライ ン化 予定 の場合 の

シ

相手企業との関係の割合
、

10.6%

金 融

9.4%

倉 庫

7

%

そ
の
他

4

＼

同 業

12.9%

下 請

24.7%
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通信 回線 につ いての要望

1料 金 に 関 す る 要 望

23図*通 信 回線利 用制 度 につ いて の要望 の割 合

(4)(1)
3.1

8.2%%

回 答 杜 数

327杜

(3)

56.3%

!

1.新 料金体 系 で よい。

2.新 体系はやむを得 ないが、公共的 システム、中小企業のネ ッ トワー ク等に

は政策料金(割 引料金)を 適用すべ きだ。

3.も っと原価に近 い料金体系 とすべ きだ(区 域内値 上げ、区域外値下げ)。

4.そ の他(具 体 的 にお 書 き下 さい)。

22



II.使 用希 望 回線速 度

24図 利用 希望 回 線速度 の割 合

それ以上1.1%

1,200キ ロ ビ ッ ト/秒

4.1%

240キ ロ ビ ッ ト/秒

25図4.8Kbps希 望企 業の 業種 別割合

商社卸売業 ・

小売業

化学工業
石油石炭製品製造業

＼

金
属
製

非

鉄
金

属

・

輸送用;

機械器具

一23一



26図9.6Kbp5希 望 企 業の業 種別 割 合

情 報 処 理 サ ー ビ ス業 ・

ソ・フ トウエ ア 業

運輸 ・

倉庫 ・

不動 産

B.2%

化学工 業

石油石炭製 品製造業.

27図48Kbps希 望 企 業の 業種 別割 合

13.2%

そ の 他 輸送用機械器具

情報処理

サー ビス業 ・ソフ ト

ウエ ア業

13.2%

24一



28図240Kbps希 望 企業 の業種 別 割合

輸 送用機械器具

9.1%

電気機械器具

情報処理 サービス業'

ソフ トウエ ア業

29図1200Kbps希 望企 業の 業種 別 割合

25



III.SeparateDigitalNetwork(デ ー タ 伝 送 専 用 の 公 衆 通 信 網)が 必 要 と な る 時 期

の 推 定

い まか ら遅 くと も3年 後 にはSeparateDigitalNetworkが 必要 となる、とす る企

業数 は累計40%を 超 え、累計80%を 超 え る企 業 が 、遅 くとも5年 後 には この よ うな

Networkが 必要 に なる と予 測 して い る。'

30図3年 以内と判断する企業の業種別割合

23.4%

そ剛

17.2%

情報処理サ ー ビス業

ソフ トウェア業

土 石 運輸

倉庫 ・

不動産6,3%

7.8%

金融業

12.5%

輸送用機械 器具

商社9 .4%

卸売業 ・31図3年 後 と判 断 す る企 業 の 業 種 別 割 合

小売業

7.8%

そ の 他 化学工 業 ・

石油石炭 製品製造業

建 設業 ・12 .5%土木業
18.7%

4.7%情報処

サー ビス業 ・

ソフ トウエア業

6.3%社 数 商社 ・卸売業 ・

小売業

運輸 ・倉庫 ・不動産

64社6.3%15.6%

地方 自治体

7.8%

輸送用 電気機械器具

機械器具 金融 業

10.9%7
.8%9

.4%

26



.32図5年 後 と判 断 す る企業 の業 種別 割合

32.8%

そ の 他

12.6%

金融業

社

119社

数

商社卸売業

小売業

10.9%

化学工業

石油石炭製品製造業

教・学術研㌶ 倉㍗ ・難

不動産 工業

5.0%

5.0%

輸
送
用
機
械
器
具

5.9%

10.1%

情報処理

サー ビス業

般 ソフ トウエ ア業

機
械 器7 .6%

具

5.9%

33図SDN実 現時期別予測の累計表示

●

100%

50%

239

138

034

51.2

一27一
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以

内

年

後

五

年

後

十

年

後

十
年
以
上
後



1

》。
o。

1

・

付1表 業種別 ・資本金別 回収分布

0 1 2 3 4 5 6 7 8

資 本 金
L

業 種

5.000万 円

未 満

5、000万 ～

11億

11億 ～

10億

10億 ～

50億

50億 ～

100億

－i

100億 円

以 上

無回答お よび

資 本 金 な し
合 計

1 農 ・林 ・ 漁 ・ 狩 猟 ・ 水 産 養 殖 業
01

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

2 鉱 業
0

.0

0

.0

0

.0

1.

33.3

1

33.3

0

.0

1

33.3

3

.100.0

3 建 設 業
0

.0

0

.0

0

.0

1

10.0

5

50.0
A

1

10.0

3

30.0

10

100.0

4 食 品 製 造 業
0

.0

1

16.7

0

.0

0

.0

1

16.7

4

66.7

0

.0

6

100.0

5 繊 維 工 業
0

.0

1

9.1

0

.0

1

9.1

3

27.3

2

18.2

4

36.4

11

100.0

6 紙 ・ パ ル1プ ・ 紙 加 工 品 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

3

60.0

2

40.0

0

.0

5

100.0

7 新 聞 業 ・ 出 版 業
0

.0

0

.0

1

25.0

3

75.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

100.0

8 印 刷 業 ・ 同 関 連 産 業 ●

0

.0

0

.0

0

.0

2

66.7

0

.0

0

.0

1

33.3

3

100.0

9 化 学 工 業
0

.0

1

3.6

1

3.6

8

28.6

9

32.1

5

17.9

4

14.3

28

100.0

10 石 油 製 品 製 造 業
0

.0

0

、0

0

.0

0

.0

2

50.0

0

.0

2

50.0

4

100.0

11 窯 ・業 ・ 土 木 製 品 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

3

33.3

3

33.3

1

1L1

2

22.2

9

100.0

12 鉄 鋼 業
0

.0

0

.0

0

.0

2

40.0

1

20.0

0

.0

2

40.0

5

100.0

13 非鉄 金 属 製 造 業 ・金 属 製 品 製 造 業
0

.0

1

9.1

0

.0

5

45.5

3

27.3

1

9.1

1

9.1

11

100.0

14
一 般 機 械 器 具 製 造 業 0

.0

0

.0

0

.0

5

35.7

8

57.1

1

7.1

0

.0

14

100.0

15 電 気 機 械 器 具 製 造 業
0

.0

0

.0

1

5.6

4

22.2

7

38.9

2

11.1

4

22.2

18

100.0

16 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 」業
0

、0

0

.0

0

.0

3

14.3

9

42.9

2

9.5

7

33.3

21

100.0

17 精 密 機 械 器 具 製 造 業
0

.0

1

14.3

1

14.3

1

14.3

3

42.9

1

14.3

0

.0

7

100.0

18 そ の 他 の 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

4

66.7

2

33.3

0

.0

0

.0

6

100.0

19 卸 業 ・ 小 売 業 ・ 商 社
0

.0

6

15.4

3

7.7

16

41.0

8

20.5

3

7.7

3

7.7

39

100.0



1

8

20 金 融 業
0

.0 .0

olo
.0

8

18.2,

17

38.6

6

13.6

13

29.5

44

100.0

21 証 券 業 ・ 商 品 取 引 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

33.3

2

66.7

3

100.0

22 生 命 保 険 業(含 代 理 業 ・サ ー ビ ス 業)
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

23 損 害 保 険 業(含 代 理 業 ・サ ー ビ ス 業)
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

0

,0

0

.0

1

100.0

24 不 動 産 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

0

.0

1

100.0

25 運 輸 ・ 通 信 業
0

.0

0

.0

1

5.3

5

26.3

4

21.1

2

10.5

7

36.8

19

100.0

26 電 力 ・ ガ ス 事 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

100.0

4

100.0

27 放 送 業 0

.0

0

.0,

0

.0

0

.0

1

50.0

0

.0

1

50.0

2

100.0

28 広 告 ・調 査 ・情 報 提 供 サ ー ビ ス 業
0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

29
s

情 報 処 理 サ ー ビ ス業 ・ソ フ トウ エ ア 業
0

.0

19

65.5

1

3.4

8

27.6

1

3.4

0

.0

0

.0

29

100.0

30 医 療 業 0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

31 宗 教 法 人
1

100.0

0

.0

0

.0

0

.0
"

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

32 高 校
3

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

、0

3

100.0

33 大 学
10

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

, .0

10

100.0

34 そ の 他 の 教 育 機 関
1

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

50.0

辱

0

.0

0

.0

2

100.0

35 学 術 研 究 機 関
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

36 法 人 団 体 ・ 農 協
1

16.7

0

.0

0

.0

2

33.3

3

50.0

0

.0

0

.0

6

100.0

37 そ の 他 の サ ー ビ ス 業 0

.0

2

50.0

0

.0

1

25.0

1

25.0

0

.0

0

.0

4

100.0

38 政 府
4

80.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

20.0

5

100.0

39 地 方 公 共 体
18

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0・

0

.0

0

.0

18

100.0

40
P

合 計
38

10.6

32

8.9

9

2.5

84

23.5

97

27.1

35

9.8

63

17.6

358

100.0
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付2表 業種別 ・年商別 回収分布

0 1 2 3 4 5 6・ 7 8 9 10

年 商

業 種

5.000万 円

未 満

5.000万 ～

1億

1億 ～

5億

5億 ～

10億

10億 ～

100億

100億 ～

500億

500億 ～

1.000億

1、000億 ～

以'上

無回答および

売 上 高 な し
合 計

1 農 ・林 ・漁 ・狩 猟 ・水 産 養 殖 業
0

.0

0'

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

2 鉱 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

33.3

0

.0

2

66.7

0

.0

3

100.0

3 建 設 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

10.0

.3

30.0

3

30.0

3

30.0

10

100.0

4 食 品 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

16.7

1

16.7

1

16.7

3
'50

.0

6

100.0

5 繊 維 工 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

9.1

1

9.1

2

18.2

4

36.4

3

27.3

11

100.0

6 紙 ・パ ル プ ・紙 加 工 品 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

40.0

2

40.0

1

20.0

5

100.0

7 新 聞 業ノ ・ 出 版 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0・

2

50.0

2

50.0

0

.0

0

.0

4

100.0

8 印 刷 業 ・ 同 関 連 産 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

66.7

0

.0

0

.0

1

33.3

3

100.0

9 化 学 工'業
0

.0.

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

9

32.1

10

35.7

5

17.9

4

14.3

28

100.0

10 石 油 製 品 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0'

.0

1

25.0「

0

.0

3

75.0

4

100.0

11 窯 業 ・ 土 木 製 品 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

3

33.3

3

33.3

2

22.2

1

11.1

9

100.0

12 鉄 鋼 業
0

.0

0

.0

sO

.0

0

.0

0

.0

1

20♪0

1

20.0

1

20.0

2

40.0

5

100.0

13 非鉄 金属 製造業 ・金 属 製 品製造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

36.4

4

36.4

2
18.2

1

9.1

11

100.0

14
一 般 機'械 器 具 製 造 業 0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

5

35.7

8

57.1

1

7.1

0

.0

14

100.0

15 電 気 機 械 器 具 製 造 業
1

5.6

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

5

27.8

7

38.9

2

11.1

3

16.7

18

100.0

16 輸 送 用 機'械 器 具 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

3

14.3

9

42.9

3

14.3

6

28.6

21

100.0

17 精 密 機 械 器 具 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

4

57.1

2

28.6

1

14.3

0

.0

7

100.0

18 そ の 他 の 製 造 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

33.3

3

50.0

0

.0

1

16.7

6

100.0

19 卸 業 ・ 小 売 業 ・ 商 社
0

.0

0

.0

0

.0.

0

.0

1

2.6

8

20.5

15

38.5

5

12.8

10

25.6

39

100.0
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20 金 融 業
0

.0

0

.0

0 .

.0

0

.0

0

.0

3

6.8

3

6.8

4

9.1

34

77.3

44

100.0

21 証 券 業 ・ 商 品 取 引 業
1

33.3

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

33.3

0

.0

1

33.3

0

.0

3

100.0

22 生 命 保 険 業(含 代 理 業 ・サ ー ビス業)
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

23 損 害 保 険 業(含 代 理 業 ・サ ー ビス業)
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

0

.0

1

100.0

24
、

不 動 産 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

・1

100.0

0

.0

0

.0

l

lOO.0

25 迎 車命 ・ 通 イ意 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

5

26.3

7

36.8

3

15.8

4

21.1

19

100.0

26 電 力 ・ ガ ス 事 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

25.0

1

25.0

2

50.0

4

100.0

27 放 送 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

、0

1

50.0

0

.0

1

50.0

2

100.0

28 広 告 ・調 査 ・情 報 提 供 サ ー ビ ス 業
0.

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

29 情 報処 理 サ ー ビス業 ・ソフ トウエ ア 業
1

3.4

3

10.3

6

20.7

9

31.0

1

3.4

9

31.0

0

.0

0

.0

0

.0

29

100.0

30 医 療 業
0

.0

0

.0・

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

31 宗 教 法 人
1

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

ゴ0

0

、0

0

.0

0

.0

1

100.0

32 高 校
3

100.0

0

.0

0

.0

0

、0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

3

100.0

33 大'学
・

10

100.0

0

.0

0

.0

0

、0

0

.0

0

.0

0

、0

0

、0

0

.0

10

100.0

34 そ の 他 の 教 育 機 関
1

50.0

0

、0

0

.0

0

.0

0

.0

1

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

100.0

35 学 術 研 究 機 関
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

36 法 人 団 体 ・ 農 協
2

33.3

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

16.7

1

16.7

2

33.3

6

100.0

37 そ の 他 の サ ー ビ ス 業
0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

50.0

1

25.0

1

25.0

0

.0

0

.0

4

100.0

38 政 府
4

80.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

20.0

0

.0

0

、0

5

100.0

39 地 方 公 共 体
18

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

18

100.0

40 合 計
42

11.7

3

.8

6

L7

9

2.5

5

1.4

72

20.1

89

24.9

45

12.6

87

24.3

358
・「

100.0
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